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患者の診察に係る個人情報を目的外に提供すること及び目的外に提供する 

ことに伴う本人通知の省略について（答申） 

 

２０１７年（平成２９年）９月２２日付けで諮問（第８８３号）された患者の診

察に係る個人情報を目的外に提供すること及び目的外に提供することに伴う本人通

知の省略について，次のとおり答申します。 

 

 

１ 審議会の結論 

 (1)  藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。以下「条

例」という。）第１２条第２項第４号の規定による目的外に提供する必要性が

あると認められる。 

(2)  条例第１２条第５項の規定による目的外に提供することに伴う本人通知を

省略する合理的理由があると認められる。 

 

２ 実施機関の説明要旨 

  実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たり，個人情報を目的外に提

供する必要性及び目的外に提供することに伴う本人通知を省略する合理的理由は，

次のとおりである。 

(1)  諮問に至った経過 

児童福祉法第１１条第１項第２号及び児童虐待の防止等に関する法律（以下

「児童虐待防止法」という。）第８条第１項の規定に基づき，藤沢市民病院の

患者について，児童相談所が家庭裁判所への児童福祉法第２８条の申立てのた

めの証拠として使用する目的で，神奈川県中央児童相談所長から，当院に対し

て児童虐待防止法第１３条の４に基づき，患者に関する診断書，画像データを

含むカルテの全ての写しを文書にて回答するよう照会がなされた。 

児童虐待防止法第１３条の４の規定は，目的外のために提供しなければなら

ないことが義務付けられている場合に該当せず，実施機関の裁量に委ねられて

いる場合に該当するため，神奈川県中央児童相談所に患者に関する診断書等医

療記録に係る個人情報を目的外に提供することについて，条例第１２条の規定

に基づき，藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問するものである。 

 (2)  藤沢市民病院の診療録を目的外に提供することについて 



ア 目的外に提供する個人情報 

(ｱ)  診断書 
患者の住所，氏名及び生年月日のほか，病名，受診日，治るまでの期間

の見込み等が記載されている。 

 (ｲ)  カルテのすべて（写し）。画像データを含む。 

      カルテについては，受診時に患者から聞き取った症状等の主訴，既往歴

等，身体の状態と，検査を行った場合はその結果等が記載されている。画

像データについては，レントゲンやＣＴ等の撮影した画像となる。 

   イ  目的外に提供する相手方 

神奈川県中央児童相談所長 

ウ  目的外提供の根拠規定 

        児童虐待防止法第１３条の４ 

エ  目的外提供に対する実施機関の考え 

(ｱ)  照会の法的位置づけ 

本件の個人情報の目的外提供に係る照会は，児童虐待防止法第１３条の

４に基づくものである。児童虐待防止法第１３条の４は「地方公共団体の

機関及び病院，診療所，児童福祉施設，学校その他児童の医療，福祉又は

教育に関する機関（地方公共団体の機関を除く。）並びに医師，看護師，児

童福祉施設の職員，学校の教職員その他児童の医療，福祉又は教育に関連

する職務に従事する者は，市町村長，都道府県の設置する福祉事務所の長

又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心身の状況，

これらの者の置かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児童，

その保護者その他の関係者に関する資料又は情報の提供を求められたとき

は，当該資料又は情報について，当該市町村長，都道府県の設置する福祉

事務所の長又は児童相談所長が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の

遂行に必要な限度で利用し，かつ，利用することに相当の理由があるとき

は，これを提供することができる。ただし，当該資料又は情報を提供する

ことによって，当該資料又は情報に係る児童，その保護者その他の関係者

又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは，

この限りでない。」としており，児童相談所長等からの照会依頼に対して，

地方公共団体の機関が情報提供することができることを認めたものである

が，その照会に対し情報提供しなければならない拘束力はない。 
しかし，本件照会の情報について，児童相談所は虐待の防止に関する業

務遂行のために必要な限度で利用し，市民病院は情報提供を行うことで調

査の適正かつ迅速な対応に協力するために行うものである。 
(ｲ)  目的外に提供する必要性 

今回の照会の具体的な必要性について神奈川県中央児童相談所長に問い

合わせたところ，「患者は，藤沢市民病院受診後，現在まで児童福祉法第

３３条に基づき一時保護中である。通常，一時保護の期間は２ヶ月程度で

あるが，現在延長して保護している状態のため，児童相談所としては今後，

措置入所が望ましいと考えている。措置入所を行う場合，保護者の同意が



必要となるが，保護者は子供を自宅に取り戻したいという思いがあるため

同意の取付けは不可能である。そのため，患者の措置入所について家庭裁

判所へ申立てを行い，家庭裁判所の判断を仰ぐことになる。措置入所の申

立ての正当性を示す証拠資料のひとつとして，一時保護を開始する起点と

なった藤沢市民病院での受診状況に関する資料を提出してほしい。家庭裁

判所への申立てが却下されると，患者は自宅に戻されざるを得なくなり患

者の心身が脅かされる可能性がある。」との説明があった。 
また，児童相談所が必要とする照会事項は，患者が当院を受診した際の

診断・記録等であり，他手段での照会・調査での代替は不可能と考えられ

る。よって，本件の目的外提供に係る個人情報の内容と照会の趣旨等を勘

案した結果，本件の照会に応じる必要があるものと判断する。 
(3)  目的外に提供することに伴う本人通知の省略について 

個人情報を目的外に提供する場合，当該個人情報の帰属者に対してあらかじ

めその旨を通知すべき義務が実施機関にあるが，藤沢市児童虐待防止実務者ネ

ットワーク業務に係る個人情報を目的外利用すること等に伴う本人通知の省略

については，藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問し，その合理的理由に

ついては承認（答申第８８号）を得ている。本件に関する目的外提供も，患者

の虐待防止と同様の目的であることから，本人通知の省略については，以下の

答申第８８号に準ずるものとしたい。 
ア 個人情報の本人が虐待者である保護者の場合，本人に通知することはかえ

って虐待を助長する恐れが生じるなど事務の目的を失ってしまうことから，

当該本人に通知しないことの合理的理由があると認められる。 
イ 個人情報の本人が被虐待児である場合には，弁識能力の有無を考慮し，  

１５歳以上の児童に対しては個別具体的に本人通知の必要性を判断し，１５

歳未満の児童に対しては本人に通知しないことの合理的理由があると認めら

れる。 
よって，本件に係る患者への虐待を防止するためには，本人に通知しないこ

とについて合理的理由があると認められるため，当該通知を省略することとし

たい。 
(4)  提出書類 

ア  児童のカルテ情報の提供について（依頼） 

イ 個人情報取扱事務届出書 

 

３ 審議会の判断理由 

  当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論(1)及び(2)のとおりの判断

をするものである。  

(1)  目的外に提供する必要性について 

本件照会は，正当な請求権を有した神奈川県中央児童相談所長によって行わ

れたものであり，本件照会の具体的必要性については，「患者は，藤沢市民病院

受診後，現在まで児童福祉法第３３条に基づき一時保護中である。通常，一時

保護の期間は２ヶ月程度であるが，現在延長して保護している状態のため，児



童相談所としては今後，措置入所が望ましいと考えている。措置入所を行う場

合，保護者の同意が必要となるが，保護者は子供を自宅に取り戻したいという

思いがあるため同意の取付けは不可能である。そのため，患者の措置入所につ

いて家庭裁判所へ申立てを行い，家庭裁判所の判断を仰ぐことになる。措置入

所の申立ての正当性を示す証拠資料のひとつとして，一時保護を開始する起点

となった藤沢市民病院での受診状況に関する資料を提出してほしい。家庭裁判

所への申立てが却下されると，患者は自宅に戻されざるを得なくなり患者の心

身が脅かされる可能性がある。」とのことである。 

また，実施機関では，本件の目的外に提供する個人情報は，患者が当院を受

診した際の診断・記録等であり，他の代替手段が想定し難いものである，とし

ている。 

以上のことから判断すると，目的外に提供する必要性があると認められる。 

(2)  目的外に提供することに伴う本人通知を省略する合理的理由について 

個人情報を目的外に提供する場合，当該個人情報の帰属者に対してあらかじ

めその旨を通知すべき義務が実施機関に存している。 

しかし，本件の場合には，当該個人情報の帰属者は１５歳未満の児童であり，

本人通知によってかえって虐待を助長するおそれがあることから本人に通知し

ないことについて合理的理由があるとしている。 

以上のことから判断すると，目的外に提供することに伴う本人通知を省略す

る合理的理由があると認められる。 

 

以  上 


